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平成 22 年 9 月 24 日

各 位

会 社 名 株式会社三菱総合研究所

代 表 者 名 代表取締役社長 田 中 將 介

（コード番号 ３６３６ 東証第二部）

問 合 せ 先 IR 室長 武藤覚

（TEL．０３－３２７７－０７７９）

連結子会社による株式取得及び第三者割当増資引受（孫会社化）に関するお知らせ

当社の連結子会社であります三菱総研ＤＣＳ株式会社（代表取締役社長 木村高志 東京都品川区）

は、平成 22 年 9 月 24 日開催の取締役会において、株式会社オプト・ジャパン（代表取締役社長

日高卓哉 東京都新宿区）の発行済株式を取得し、併せて同社が実施する第三者割当増資を引き受け

ることを決議いたしましたので、お知らせいたします。

記

１．株式取得及び第三者割当増資引受の理由

当社では、国公立大学及び私立大学向けに、教育目標・カリキュラムの差別化・再構築支援や教育

の国際比較、研究評価・ベンチマーキングなど、『教育力』や『研究力』を高めるためのコンサルティ

ングや、中期計画策定支援、組織運営・制度設計、業務改善・情報化などの『経営力』を強化するた

めのコンサルティングなどを行っております。

また、三菱総研ＤＣＳ株式会社では、首都圏大手私立大学を中心に入試合否判定システム、学納金

管理システム、入試・教務・経理などの事務アウトソーシングサービスなどを展開しております。

一方で株式会社オプト・ジャパンは、コンビニエンスストアを利用した入学検定料の収納代行シス

テムにおいて国内トップシェアであり、更にインターネット出願システム、Web デジタル受験票発行サ

ービス、Web 得点通知サービスなど、入学試験業務に関するサービスを展開しております。

今回、株式会社オプト・ジャパンの今後の経営基盤強化、投資余力向上などを目的とした第三者割

当増資引受を含む両社の資本提携により、学校法人に対する総合的なサービス提供体制を構築し、当

社グループとして更なる業容の拡大を図ります。

２．孫会社となる会社の概要

（１） 名 称 株式会社 オプト・ジャパン

（２） 所 在 地 東京都新宿区西五軒町 1-1 西五軒町ビル

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 日高 卓哉

（４） 事 業 内 容 入学検定料収納代行に関するシステム開発・運用等
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（５） 資 本 金 39 百万円

（６） 設 立 年 月 日 1990 年 5 月 11 日

（７） 発 行 済 株 式 総 数 3,148 株（平成 22 年 8月 27 日現在）

（８） 大株主及び持株比率 日高 卓哉(100%)

（９） 当 社 と の 関 係
三菱総研ＤＣＳ株式会社は収納代行業務に関する情報システムの

一部を受託しております。資本関係・人的関係はありません。

（10） 当該会社の最近３年間の経営成績

決算期 平成 20 年 1 月期 平成 21 年 1 月期 平成 22 年 1 月期

売 上 高 354 百万円 411 百万円 388 百万円

営 業 利 益 19 百万円 8 百万円 2 百万円

３．株式取得の相手先の概要

（１） 氏 名 日高 卓哉

（２） 住 所 東京都練馬区

（３） 当 社 と の 関 係 資本関係・人的関係・取引関係はありません

４．第三者割当増資引受の概要

（１） 引 受 株 式 数 1,995 株

（２） 割 当 先 三菱総研ＤＣＳ株式会社

なお、第三者割当増資は、譲受による取得価格の 90％の価格で引き受けるものであります。

５．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数

0 株

（議決権の数：0個）

（所有割合 ：0.0％）

（２）
譲 受 に よ る

取 得 株 式 数

1,605 株

（議決権の数：1,605 個）

（３）
第三者割当増資引受による

取 得 株 式 数

1,995 株

（議決権の数：1,995 個）

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数

3,600 株

（議決権の数：3,600 個）

（所有割合 ：70.0％）
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６．日程

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 22 年 9 月 24 日

（２） 株 式 譲 渡 契 約 締 結 日 平成 22 年 9 月 24 日

（３） 株 式 取 得 日 ・ 払 込 期 日 平成 22 年 10 月 1 日

７．経営体制

今回の資本提携後も日高卓哉氏が引き続き株式会社オプト・ジャパンの代表取締役社長を務めると

ともに、株式会社オプト・ジャパンには三菱総研ＤＣＳ株式会社より代表取締役副社長 1 名を派遣す

る予定です。

８．今後の見通し

今回の株式取得及び第三者割当増資引受により、株式会社オプト・ジャパンは当社の連結対象会社

となる予定であります。なお、本件が当社連結業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。

以 上


